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１.はじめに 

 本論文は、新たに検討した土留め壁の耐震評価手法 1)にもとづいて、既設の土留め壁の耐震性評価と耐震対策の検討

を実施し、提案した検討方法の妥当性について評価を行ったものである。計算内容は、（１）レベル１地震動に対する安

定性能照査（２）レベル１地震動に対して所要降伏震度を満たす耐震対策の検討（３）レベル２地震動に対する変形性

能照査（４）レベル２地震動に対して所要の変形性能を満たす耐震対策の検討である。 
２.検討条件 
 対象とした構造物は、壁高５m、壁面勾配１：0.3 の一般的なもたれ式土留め壁とした。土留め壁の断面図と土質定

数を図１に示す。土質定数は、レベル１検討時はφ=40°、レベル２検討時はφpeak=50°、φres=40°を用い、地盤種

別は G３を想定した。レベル１地震動での安定性能照査における所要降伏震度はｋy,req=0.2 とし、レベル２地震動に対

する耐震性能は変形レベル３（応急処置で復旧が可能な被害）とした（ここでは、残留沈下量 0.5ｍ以下と仮定した）。 
３.レベル１地震動に対する安定計算 
（１）安定性能照査 
図２に水平震度と安全率の関係を示す。この関係から、臨界すべり面（Fs
＝1.0 となるときのすべり面）での降伏震度を求めた。滑動に対する降

伏震度はｋy＝0.203 となり、設定した所要降伏震度より大きく、レベ

ル１地震動に対する要求は満たしている。しかし、転倒に対する降伏震

度は ky＝0.013 となり、所要降伏震度を大幅に下回った。したがって、

レベル１地震動に対する耐震性能を確保するには、耐震対策が必要とな

った。 
（２）耐震対策工の検討 
 耐震対策は、所要降伏震度を満足していない転倒モードについて検討

した。耐震対策工としては、棒状補強材を用いることとし、所要降伏震

度を満たすために必要な補強材長などの条件について検討した。計算で

は便宜的に、所要降伏震度に等しい水平震度 kh＝0.2 を作用させたとき

の、転倒安全率が Fs≧1.0 となるような対策工を求めることとした。本

検討においては、次の条件を仮定した。①設置位置は、施工性を考慮し

て壁頂部のみとする。②補強材は、直径 150mm、奥行き間隔は 3.0m
とする。③補強材設置角度は、設置角度による補強効果が最も期待でき

る 20°とする。2)3)④補強材破断強度は 100kN/本とする（鉄筋 D22 程

度）。以上の条件を用いて、所要の降伏震度を満たす補強材長を検討し

た。現場の状況によっては、ここに示す①～④をパラメータとして適切

な対策工を求めることとなる。 
補強材長を変化させた計算の結果、補強材長が 4.0m のときに、転倒

安全率は Fs＝1.03 となり、レベル１地震動に対する必要補強材長は

4.0m となった。図３に補強材の配置断面図を示す。図中に示すすべり

面は、本検討を行った転倒の降伏震度 ky＝0.013 のときのものである。 
４.レベル２地震動に対する変形計算 
 レベル２地震動に対する変形計算は、Newmark 法と等体積法による

方法を用いた。Newmark 法の計算では、φpeak を用いて臨界すべり面

を決定し、その臨界すべり面に対して土の強度を残留強度（φres）に変

え、変形計算を行った。また、入力地震波は、G３地盤用の土構造用修

正波（総研適合波）を使用した（最大加速度 7.79m/s2）。 
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図１ 土留め壁断面図 
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図２ 水平震度と安全率の関係 
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材配置図（レベル１対策） 
 



図３で決定した対策工に対してレベル２地震動に対する耐震

性能を照査した結果、背面土の残留沈下量が 2.5m となり、レベ

ル１地震動における耐震性能を満たす耐震対策工では、レベル２

地震動における耐震性能を満たさないことが分かった。そのため、

耐震対策工を再検討を行った。 
 まず、レベル１地震動における対策工において、補強材径をパ

ラメータとして検討を行った。しかし、補強材径を現在、太径と

して用いられている 400mm としたが、変形性能を満足しなかっ

た。そのため、補強材数を上下２段とし、検討を行うこととした。

図４に補強材の直径と残留沈下量の関係を示す。その結果から、

補強材径φ＝400mm、補強材段数上下２段のときにおいても、残

留沈下量が 0.52m となり、レベル２地震動における耐震性能を満

足しなかった。そこで、この条件を用いて補強材長を変化させ、

耐震対策工の検討を行った。補強材径 400ｍｍ、長さ 4.5ｍ、２

段配置のときの、転倒における残留水平変形計算（Newmark 法）

の結果を図５に示す。残留水平変位は 0.24m である。Newmark
法による計算は、加振に伴う累積変形を追うことができ、これに

より変形の要因となる地震波についても評価することができる。

例えば、図５の変形図を見ると、12 秒付近の地震波のみで大部分

の変形が発生していることが把握できる。 
 Newmark 法で得られた残留水平変位量を用いて、等体積法に

より残留沈下量を求めた。図６に補強材長と降伏震度の関係を、

図７に補強材長と残留沈下量の関係を示す。補強材直径は 400ｍ
ｍ、補強材長は 4.5ｍ、２段配置のとき、残留沈下量 0.36m とな

り、今回仮定した所要変形量以内となり、変形レベル３を満す結

果となった。図８にレベル２地震動における耐震補強対策の断面

図、および臨界すべり面を示す。また、沈下の影響範囲を臨界す

べり面から定め、滑動、転倒モードのそれぞれの沈下量を重ね合

わせることにより求めた背面地山の残留沈下分布を図９に示す。 
 一般的には、土留め壁は根入れがあることが多い。しかし、本

検討においては安全側の解を得るため考慮しなかった。したがっ

て、根入れによる滑動変形が抑制される場合には、残留沈下量は

本試計算結果よりも小さくなると考えられる。 
５.まとめ 
 本試計算結果より、もたれ式土留め壁の耐震評価手法の妥当性、

耐震対策工の目安を得ることができた。今後は本評価手法に基づ

き、壁高、土質定数、地盤種別などの異なる条件の計算を行って、

土留め壁の合理的な耐震対策工を検討していく予定である。 
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図４ 補強材直径と残留沈下量の関係 
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図５ Newmak 法による水平変位計算結果（転倒）
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図６ 補強材長と降伏震度の関係 
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 図７ 補強材長と残留沈下量の関係 
 

  
   図８ 補強材配置図（レベル２対策）      図９ 残留沈下量の分布図（レベル２対策）
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